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演題番号：B5

繁殖和牛への野草や自給飼料の活用が血清生化学的性状、ボディコンディショ
ンスコアに及ぼす影響
○松山真也，小松　希
和歌山県紀南家保

1．はじめに：近年、燃料、資材、飼料価格等の高騰による
生産コストの上昇、子牛価格の低迷は、畜産農家の経営を圧
迫している。管内では、飼料費高騰への対策として野草や稲
発酵粗飼料（以下WCS）の給与などの取組を新たに始める和
牛繁殖農家が増えている。しかし、野草やWCSの活用は、そ
の給与量や品質が適切であるか不明な点も多い。そこで各農
家の給与飼料や母牛の栄養状態について調査した。
2．方　法：（1）給与粗飼料の主体が野草のA農家、WCSのB
農家、購入粗飼料と野草のC農家、購入粗飼料のD農家の計
4 戸の給与飼料の母牛に対する充足率について調査した。（2）
各農家における、分娩後1～3カ月の繁殖母牛の血清生化学的
検査・ボディコンディションスコア（以下BCS）、平均初回授
精日数・平均分娩間隔・分娩率、及び産子の日齢体重（kg/日
齢）の平均値について調査した。（3）野草やWCS活用のための
初期費用について調査した。
3．結　果：（1）給与飼料はA、C、D農家では問題なかった
が、B農家において乾物量・可消化養分総量が不足していた
ため給与飼料を改善した。（2）繁殖母牛の血清生化学的検査
の結果は、いずれの農家も問題は認められなかった。BCSの

平均値はA、C農家はそれぞれ、3.03（n=9）、3.06（n=10）と
3.00 以上であったが、B、D農家は 2.97（n=9）、2.83（n=10）と
3.00 以下であった。平均初回授精日数は、A農家 79 日、B農
家 76 日、C農家 62 日、D農家 64 日、平均分娩間隔は、A農
家 390 日、B農家 538 日、C農家 376 日、D農家 369 日、分娩
率は、A農家 90％、B農家 81％、C農家 89％、D農家 92％で
あった。また、子牛市場出荷時の日齢体重の平均値は、各農
家とも 2 年前から減少傾向にあった。（3）初期機械購入費用は
野草給与で約 85 万円、WCS給与で約 300 万円であった。
4．考　察：今回、母牛の血清生化学的検査の数値に問題は
認められなかったが、BCSの平均値が低い農家があり、分娩
間隔が長い傾向にあることから、飼料給与量の不足が原因で
ある可能性が考えられた。野草やWCS等自給飼料の活用は飼
料コスト低減に有効な手段だが、飼料の水分含量や生産環境
による飼料品質の変化が、繁殖母牛の栄養状態に影響を与え
る可能性も考えられるため、継続した調査、指導により、農
家の所得向上につなげる。

演題番号：B6

黒毛和種肥育農場において呼吸器疾病を対象に治療後経過観察期間を設定し
た治療比較試験
○飯塚恭平 1），佐々木家治 2），百溪隆志 1），岩井幸菜 1），宇都岳彦 1），今井正士 1），吉田信二 2），
三谷　睦 1）

1）NOSAI ひょうご洲本淡路家畜診療所，2）ゾエティスジャパン株式会社

1．はじめに：近年，米国の大規模農場では「抗菌剤の有効濃
度が維持されている期間は症状があっても様子見として積極
的な追加治療を行わない」という治療後経過観察期間（PTI）
の考え方が取り入れられている。今回，黒毛和種肥育農場に
おいて持続型セフチオフル製剤を使用してPTIを設定した治
療比較試験を行った。
2．材料および方法：約 200 頭を飼養する黒毛和種肥育農場
1 農場で試験を行った。（調査 1）事前調査として子牛市場から
導入後約 1ヵ月の健常牛 12 頭に対して病原体の遺伝子検査を
行った。（調査2）子牛市場から導入後，呼吸器病症状を示した
18 頭に対し，9 頭は試験区として初診時に持続型セフチオフ
ル製剤を投与し，9頭は対照区として通常治療を行った。治療
開始日と治療開始 7 日後の臨床スコア 7 項目の合計値，平均
診療費および平均診療回数を試験区と対照区で比較した。（調
査 3）試験区と対照区で，治療開始日と治療開始 7 日後に病原
体の遺伝子検査を行い，臨床スコアとの関連を調査した。統
計処理はマンホイットニーのU検定を用いた。
3．結　果：（調査 1）事前調査における病原体遺伝子の陽

性 率 は Mycoplasma bovis が 41.7 ％（5/12），Mannheimia 
haemolyticaが 25.0％（3/12），Pasteurella multocidaが 83.3％

（10/12）であった。（調査 2）臨床スコアは治療開始日では試験
区と対照区に差はなく，治療開始 7 日後において試験区が対
照区に比べ有意に低く，症状の改善がみられた。平均診療費
は試験区が 9，367 円，対照区が 11，683 円で 2 区に差はな
かった。平均診療回数は試験区が 2.3 回，対照区が 6.4 回で試
験区が有意に低かった。（調査3）病原体遺伝子の陽性率，遺伝
子量ともに臨床スコアとの相関性はなかった。
4.考察および結語：PTIは国内では繁殖和牛農場において有
用であると報告されているが，肥育農場における報告はな
い。今回の試験では臨床スコアと診療回数において効果がみ
られ，労働コストや捕獲保定による牛へのストレスを削減し
ながら症状を改善できたことから，肥育農場においても有用
である。持続型セフチオフル製剤の血漿中の有効濃度が約 7
日間持続することからPTIを 7 日間に設定したが，畜主側の
不安などを考慮し，まず 3 日間程から始めて期間を延ばして
いくのが良いと思われる。
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